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お役立ち情報を毎週配信致します！ 是非ご活用ください！ 

 

 緊急事態宣言に伴う新型コロナウイルス感染症拡大防止のた

め、要請の対象となる店舗が県の要請に応じて、対象期間全

てにおいて、営業時間の短縮等に全面的にご協力いただいて

いており、要件を満たし希望する事業者に対し、協力金の一部

を要請期間終了後に開始される本申請に先立ち早期支給しま

す。 

〇申請要件 

・岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金（第 2 弾）

以降、2回以上受給実績がある店舗を運営する事業者 

・申請期間後の本申請を売上高方式で申請する事業者 

※他の要件もございますので申請をご希望の場合は一度ご確

認ください。 

〇早期支給額 

 1店舗当たり32万円（要請期間17日間の前半8日分） 

〇申請受付期間 

 8月30日(月)～令和3年9月10日(金)（消印有効） 

〇申請手続き 

 申請書類を岐阜県HPよりダウンロードし申請 

 https://www.pref.gifu.lg.jp/site/covid19/170422.html 

※あくまでも早期支給に係る申請であり、本申請の際には別途

書類の提出が必要です。特に早期支給が必要ない場合は要

請期間終了後に開始される本申請を一度するだけで協力金は

全額支給されます。 

 『困ったなぁ』『どうしよう』 

そのお悩みをお聞かせください。    

☎丹生川 78-2002／☎上宝 86-2354 

 高山北商工会本所 
TEL：0577-72-4130 

FAX：0577-72-4514 

事業継続力強化計画セミナーの開催について 

近年、豪雨災害が頻発しています。豪雨だけでなく地震や新

型感染症など突発的に発生する災害は、皆様の事業に大きな

影響を及ぼす可能性があります。災害に備えた事前対策や発

生時の初動対応を考えておく「事業継続力強化計画」は、発災

後に早期復旧し事業を立て直す上でとても重要です。 

今回のセミナーでは計画の必要性や設定手順を学んでいた

だきます。ご希望の事業者様には商工会にて計画策定をお手

伝いをいたしますのでこの機会にご検討ください。 

この事業継続力強化計画には国の認定制度があります。認

定を受けると以下のような国の優遇策を受けることができます。 

☑日本施策金融公庫の低利融資  

☑信用保証枠の追加 

☑防災・震災設備の税制優遇  

☑ものづくり補助金審査時の加点 

〇開催日時 

9月15日(水) 13：30～15：30 

〇会場 

高山北商工会国府本所 2階研修室 

〇講師 

事業継続推進機構認定 事業継続主任管理士 

伊藤 哲夫 氏 

〇内容 

事業継続力強化計画の必要性、計画の設定手順、質疑応答 

（セミナー終了後、ご希望により個別相談を承ります） 

〇申込方法 

商工会まで申込 

（高山北商工会国府本所：0577-72-4130） 

日本政策金融公庫金利情報 

マル経貸付 １.2１% 

（R3.8.31現在） 

 商工会のＷＥＢセミナー 
高山北商工会ＨＰ 

ＩＤ：2032 

ＰＷ：2032 

営業時間短縮の協力要請に伴う 

「岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金 

（第7弾）」の早期支給について 

高山北商工会事業者応援プロジェクト即売会 

の中止について 

 高山北商工会事業者応援プロジェクト即売会につきまして夏

の市として 8月8日にスーパーシマヤ ラクール飛騨高山店に

て実施したところ多くのお客様にお越しいいただき、多数の商品

が完売するなど大盛況でありました。引き続き秋の市を 9 月 5

日(日)にファミリーストアさとう国府店にて期待を込めて準備し

ておりましたが、岐阜県が「緊急事態宣言」の対象地域に追加

されたことを受け、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点

から秋の市（9月5日）の開催を誠に残念ではありますが、中止

とさせていただきます。ご準備いただいていた出店事業者の皆

様、ご来場を予定していた皆様にはご迷惑をおかけし大変申し

訳ございませんが、何卒ご理解いただきますようよろしくお願い

申し上げます。 

「個別労働紛争処理制度」の周知月間について 

中央労働委員会及び都道府県労働委員会では、毎年10月

を「個別労働紛争処理制度」周知月間として、集中的な広報活

動に取り組んでおります。「個別労働紛争処理制度」は、労働者

個人と事業主の間で発生したトラブル（解雇、賃金不払、パワハ

ラなど）を未然に防止するとともに、迅速・適正な解決を支援す

るための公的制度です。労使紛争でお困りの方は詳細をＨＰに

てご覧いただき、岐阜県労働委員会までご連絡ください。 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/13529.html 
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